
2015年度のボランテイア・ NPO活動センターをふりかえって

龍谷大学ボランティア， NPO活動センターの

設問のH的は、「ボランティア前動を通じて、相

互に学び合うサービス ・ラーニングという共生

の理念を具現化し、本学:の教育研究に寄与するJ
(規程節2条)ことにあり、 「ボランテイア活動を

通じた学びjに力点が世かれています。

この U的を達成するために、当センターは、

学生スタッフ ・職u，教員の3者で迎営されて

います。年3@の合計i、毎月の定例会議、ミーテイ

ング苛;を通して、学生スタッフの知識やスキル

の向上、人1m的成長咋を図れるように支援して

います。また、 q:/I:，-人ひとりがセンタ一運営

に航極的かつ充実感を持って参阿できるよう

に、教l股只と学生スタッフとが協働して取り組

んでいます。

本年度も、凶内外の NPO・NGOなどの市民

活動団体、浄ニ|てよ~宗本願寺派、地方自治体等と

.Ì!JH~~ し、学生 ・ 教職μのボランティア活動の娠

興を阿る事業を実施してきました。

1 ，ネパール大地震への取り組み

2015イ同月25日のネパール大地経の発生後、

本学学生の呼びかけにより募金前動を行ってき

ました。学生、教j除J..I、親和会、校友会等の支

援を科て、 85万3000PJの義摘金が集まりました。

この義的金は、カトマ ンズ本願寺を通じてネ

パールの被災者に)~:けられま した。

2. 東日本大震災への取り組み

東u本大災災の復興支援の取り組みとして

は、当センターが'1'心となり、 20日年度から継

続して、宮城県石巻市雄勝町で学中 ・教職員が

ボランティアを行っています。現地の方々と連

携し、被災地の現状をー|ー分に把躍 した上で、支

援活動を進めています。今年度も、 8)-Jと10月に

雄勝町へ 「ボランティアパス」を巡行し、学生・

教JI，故以合計651，が現地での活動を行いました。

(被災地でボランテイア活動を行う学生に対す

る支援金として、文学部教授会から多傾のご寄

付をいただいております。)

また、今年度初めての取り組みとして、筒井

のり了ね:会学部教授 (11iリセンター長)の企画 ・

コーデイネートにより 、「稲山の “今"を見、術

品を生きる人々の"行葉"をl飽き、..自分"を見

つめる」をテーマに、制品スタデイツアーを実

施しました。

i市動後には、被災者の状況を多くの学生に伝

え共布する機会として、瀬町、 j京市岡キャンパ

スにて T，fimlJ報告会を IJ~JflUしました。
民災から5年が経過する'1'、東日本大震災の

被災者一人ひとりに寄り添い続けることを確認

センタ 一長伊達 j告患

し合う機会として、r"復

興"に笥.り添う」と制し

て、 「復興支援フォーラ

ム2015Jを開催し、 200
名を超える方々に参加し、

ただきました。

3.ボランティア活動の振興

ボランティア活動に対

する型解促進の取り制lみ
として、教長教育手|・1-1r特別講義ボランティア-

NPO入門Jを開講し、 223名の学生が受講しま

した。

また、学生の日常的なボランテイア活動の振

興 ・深化を目的に、リil(活動の分野で前腕する

方々を諮問iにお招きし、学生スタッフを含む本

学学生を対象に、「ボランテ ィア入I"J講出J(前

期に全3恒1)、「ボランテイアリーダー養成講座J(8
月と2月に科I巨1)を実施 しましたo )111えて、 11
本ボランティアコーデイネーター協会 (JVCA)

との共催により、「ボランティアコーディネー

ションカ3級検定」を実施しました。

国内外の市民活動を悦察し体験する機会とし

て、海外体験学習プログラムを実施し、 iITi合一
喜法学部教授が企同し引率する台前スタデイツ

アー、公益社団法人・全|玉|愛民会が主催するイ

ンド共和国スタデイツアー、そしてツナミクラ

フトが主催するタイ.:EIF-Iスタデイツアーを実施

し、計17名の学生が参加しました。

国内プログラムでは、前述の制jJbスタデイツ

アーおよ びナj後スタデイツアーを実施し、計'47

名の学生が参加しました。

当センタ ーの日常業務の多くは、本学学生と

地域社会をつなぐボランティアコーデイネー

ションです。地域住民、行政、自治会、 NPO・

NGO団体等との関係強化を図り、各税引業へ

の参加を促進したことにより、多くの学生が地

域でのボランテイ ア市助を行いました。 また、

学内サークルに対しては、助成金十円相の提供や

地域イベントへの参凶につなげる等の支援を行

いました。

今年度も広報の強化につとめました。SNS、

メーJレマガジン、ホームページ、本ザ:ポータル

サイト、ニューズレター、J受業でのセンター紹介、

学内立者舷等による情報発信を活発化し、学内

外でのセンターの認知度向上を図りました。

以上のような多利多彩な活動を尖施すること

ができたのも、センタ一連包・に拠わる年:λ1:.スタッ

フ、教職u、そして学内外の関係者の梓織のご

支援 ・ご協力の賜物であります。改めてj￥く御

礼を申し上げます。
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